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財
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号
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（
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院
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要
旨

本
法
律
案
は
、
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
に
向
け
た
経
済
構
造
の
転
換
及
び
好
循
環
の
実
現
、
家
計
の
暮
ら
し
と
民
需
の
下
支
え
等
の

観
点
か
ら
、
国
税
に
関
し
、
所
要
の
改
正
を
一
体
と
し
て
行
う
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
に
向
け
た
経
済
構
造
の
転
換
及
び
好
循
環
の
実
現

１

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
企
業
変
革
を
進
め
る
観
点
か
ら
、
ク
ラ
ウ
ド
化
等
に
よ
る
事
業
変
革
に
係
る
投
資
に
つ
い

て
、
五
％
若
し
く
は
三
％
の
税
額
控
除
又
は
三
十
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
措
置
を
創
設
す
る
。

２

二
〇
五
〇
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
、
脱
炭
素
化
効
果
の
高
い
先
進
的
な
投
資
に
つ
い
て
、
十
％
若
し
く
は

五
％
の
税
額
控
除
又
は
五
十
％
の
特
別
償
却
が
で
き
る
措
置
を
創
設
す
る
。

３

厳
し
い
経
営
環
境
の
中
、
赤
字
で
あ
っ
て
も
前
向
き
な
投
資
を
行
う
企
業
に
対
し
、
そ
の
投
資
額
の
範
囲
内
で
、
最
大

五
年
間
、
繰
越
欠
損
金
の
控
除
限
度
額
を
最
大
百
％
（
現
行
は
所
得
の
金
額
の
五
十
％
）
と
す
る
特
例
を
創
設
す
る
。

４

中
小
企
業
の
経
営
資
源
の
集
約
化
に
よ
る
事
業
再
構
築
等
を
促
す
た
め
の
準
備
金
制
度
の
創
設
等
を
行
う
。

二
、
家
計
の
暮
ら
し
と
民
需
の
下
支
え



二

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
に
つ
い
て
、
控
除
期
間
十
三
年
間
の
特
例
の
適
用
期
限
を
延
長
し
、
令
和
四
年
末
ま
で
の
入
居
者
を
対

象
と
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
延
長
し
た
部
分
に
限
り
、
合
計
所
得
金
額
千
万
円
以
下
の
者
に
つ
い
て
対
象
家
屋
を
拡
充
す

る
。

三
、
そ
の
他

適
用
期
限
の
到
来
す
る
租
税
特
別
措
置
の
延
長
、
既
存
の
租
税
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
等
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

四
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
令
和
三
年
度
の
租
税
減
収
見
込
額
は
、
約
四
百
億
円
で
あ
る
。


